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研究成果の概要（和文）：台湾における先住民族社会と身分登録書類の関係性についての研究を行った。本研究
を通じて台湾におけるエスニシティと制度の関係について、現在の制度が、過去の制度のあり方と深く関係して
いることが明らかになった。日本による植民地統治が行われた20世紀前半から台湾に対して近代国家による制度
的一元化が試みられたが、その一元化の過程で把握・記録された多元性が、データとして蓄積されたことが、戦
後の政策にも影響を与えた。特にいわゆる多文化主義が公定化した後の学術実践を通して制度にも反映された。

研究成果の概要（英文）：The theme of this research project is relations between Documentation and 
the Society of the Indigenous people of Taiwan.  Through this research project, it is suggested that
 the history of institutional unification of state administration affected the policies around 
multiculturalism in Taiwan. Although the goal for the state is the unification, the rulers of Taiwan
 recognized, and recorded the multiplicities of the local society, so the multiplicity is registered
 as data, and the data is reused in the postwar Taiwan. 

研究分野：地域研究、文化人類学

キーワード： エスニシティと制度　一元化と多元性

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
世界の多くの国では、社会の中で文化の異なる人々が共存していることが一般的になっており、また人々もこの
ことを認識して社会生活を行っている。本研究では現在も多文化主義が採用されている台湾において、特に重要
な位置づけがなされている先住民族の身分登録制度に関して、近代国家による統治との関係性が具体的に明らか
になった。文化的多様性と制度との関係について検証する際に重要なデータとなる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 研究代表者は台湾の先住民族、台湾原住民の居住地域を主な事例として、近代国家による統治
が地域社会に与えた影響についての調査・研究を継続的に行ってきている。近年は特に国家統治
者が地域社会に対して行う可視化に関わる政策・施策について積極的な調査・議論を行ってきて
いる。 
ここで言う「可視化」とは、近代国家が統治対象である特定の地域に対して行う、地域社会の
状況を見通しやすくするために用いる政策や施策、あるいは制度に関わるものである。戦前に台
湾に対する植民地統治を行った大日本帝国は、台湾原住民の伝統的居住地域、「蕃地」に対して
このような意味での可視化を行った。「蕃地」に対する可視化は、例えば「蕃地」の地図作製、
「蕃地」住民に関する統計データ収集などがわかりやすい例であるが、研究代表者は本研究開始
前後から、特に身分登録書類が社会に与えた影響について注目するようになっていた。 
以上のような経緯で、研究代表者は原住民社会に対する国家統治、可視化が与えた影響につい
ての分析を一歩進める上で、公的書類が社会に与えた影響について調査することが重要との認
識に至り、特にエスニシティに関わる身分登録書類を題材とした研究を構想するに至った。 
 
２．研究の目的 
 本研究の研究目標は、原住民社会と身分登録書類との関係についての分析を通して多文化時
代のエスニシティに関する制度についての研究成果の公開を目指す、というものである。 
世界の多くの国々において、一国内に多様な文化を持つ人々が居住して、ともに社会生活を送
っていくことが当たり前になっている。これは、いわゆる多文化主義が採用されている国におい
ては言うまでもないとして、日本のような多文化主義を採用していない国にも例外なく多文化
時代が訪れているといえる。多文化主義の継続的実施と発展・深化という点では先進地域と言え
る台湾について制度に関する研究を行うことは、多文化時代の現実に対する分析を深める上で、
多文化共生などの日本における今後の社会生活に関して重要な研究蓄積となる。 
多文化時代の世界における社会・文化の分析において重要なキーワードとなるのがエスニシ
ティである。エスニシティについての研究においてかつて注目を集めたのはアイデンティティ
についての研究や論考であったが、近年エスニシティに関わる制度に対する研究関心が高まっ
てきている。特に多文化時代の今日においてはエスニシティに関わる制度の分析が重要である。 
そこで研究代表者は、多様なエスニック・グループが共存しており、かつ多文化主義が採用され、
また積極的に実施している台湾について、台湾原住民居住地域を主な事例として、身分登録書類
を主な題材として、エスニシティに関わる制度の研究を行うこととした。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、上記の研究目的のもと、主に（１）多文化主義や多文化時代のエスニシティやその
制度に関する研究や、台湾原住民社会の変化に関する研究や、他のエスニック・マイノリティと
の比較研究と、（２）台湾現地における現地調査、を２本の柱として調査研究を行った。 
 研究期間中に感染症拡大期に入ったため、このうち（２）の現地調査が実施困難となった。そ
のため、これまでの研究経験をふまえて対応を検討した結果、オンラインでの台湾現地との研究
交流を構想するに至った。実施するための準備を整えるためにかなりの時間を費やしたが、この
方法により台湾現地の研究者からの知見提供などを通して、現地調査の補足を行うことができ
た。この方法を用いることで、研究成果の公開を通して本研究成果を台湾現地に還元できたこと
も重要である。 
 
４．研究成果 
 いわゆる多民族国家や、多文化主義が採用されている国においては、社会生活において文化の
多様性や、エスニシティについて理解することが重要であることは言うまでもないだろう。 
 本研究の研究成果からは、エスニック・カテゴリーの起源と近代国家による身分登録制度の整
備との関係が強く示唆される。本研究を通じて台湾におけるエスニシティと制度の関係につい
て、現在の制度が、過去の制度のあり方と深く関係していることが明らかになった。日本による
植民地統治が行われた 20 世紀前半から台湾に対して近代国家による制度的一元化が試みられた
が、その一元化の過程で把握・記録された多元性が、データとして蓄積されたことが、戦後の政
策にも影響を与えた。特にいわゆる多文化主義が公定化した後の学術実践を通して制度にも反
映されたことが指摘できる。詳しくは、以下のようなことが明らかになった。 
 日本植民地統治下の台湾で身分登録書類が作成され、身分登録制度が整備されていったこと
は、統治対象住民に関する情報を把握し、植民地統治に生かそう、という点に出発点があったと
見られる。統治者たる日本人にとって、台湾現地社会は文化を異にする人々が居住する地域であ
り、そのような地域の状況は（日本国内の状況以上に）見通しにくかったと考えられる。台湾現
地の土地や人についての情報を掌握し、台湾社会の状況を見通しやすくする――すなわち可視
化する――ために、地図作製や統計データの把握などが精力的に行われたのは、これが一つの要



因であったと考えられる。本研究で注目している身分登録制度の整備もその意味での可視化の
一環として行われたのであり、身分登録書類というのはその可視化に用いられる手段――可視
化ツール――であったと言える。 
 こうした可視化を通して台湾現地についての情報を掌握した植民地当局（大日本帝国台湾総
督府）は、やがていわゆる同化主義的な政策を志向するようになり、法的・行政的にもいわゆる
「内地延長主義」を強めることとなった。エスニシティに関わる記載項目と、それを含む身分登
録の様式も、1930 年代に台湾の身分登録制度が日本の「戸籍」と同等の身分登録制度として公
認されることによって、大きな変化をとげた。 
 以上のような台湾に対する植民地統治の方針の沿革（変更の流れ）は台湾の普通行政区域、い
わゆる「平地」についての説明としてあてはまるものであるが、これと台湾の面積の半分近くを
占める原住民居住地域「蕃地」の状況は分けて考える必要がある。本研究で明らかにした「蕃地」
の状況は、次の通りであった。 
まず地理的領域（地域）としての「蕃地」に対する領域的統合は「平地」と比べて相対的に不
完全なものであった。そもそも植民地当局が「蕃地」に対する実効支配を確立したのは日本統治
開始から 20 年近くたってからであったし、「蕃地」の普通行政区域への編入は、日本統治時代終
了まで実現しなかった。 
これに対して「蕃地」に住む人間に対する統合、現地住民の人的統合、すなわち原住民の国民
共同体への編入・統合は、特に日本統治時代の末期になって急速に進められた。そこでポイント
となるのが、本研究で注目した身分登録である。 
上記のように「蕃地」に対する行政的一元化が実現されなかったにもかかわらず、「蕃人」に
対する（臣民としての）身分の一元化が実行に移された。具体的には、「台湾の戸籍」作成が原
住民に対しても行われるようになったのである。日本内地の「戸籍」と台湾現地の「戸口調査簿」
との区別は維持されたので不完全な形ではあるが、台湾の「戸口調査簿」が日本の戸籍と同等の
ものと公的に認定され、その編製対象地域に「蕃地」も編入されることで、身分登録記載事項の
統一、身分登録の制度的一元化が達成されたのである。身分登録の面では、可視化され、掌握さ
れることを出発点ではあったが、台湾原住民に対して一定の権利付与が行われるに至ったので
ある（ただし、その権利付与は形式的なものであり、原住民当人にとっての何らかの権益につな
がったとは言えないことには注意が必要である）。 
 このような戦前の台湾における身分登録制度のあり方について理解する際に重要な概念が法
的多元状況（法的多元主義と法的多元状況の区別については下掲の業績（松岡、2020 および 2021）
参照）である。日本統治時代末期、つまり第二次世界大戦終了時まで、日本、台湾の平地、台湾
の蕃地は法的多元状況にあったと言える。つまり日本については「戸籍法」、台湾の平地につい
ては「戸口規則」、台湾の蕃地については（台湾特有の）警察法規、という異なる身分登録につ
いての法規が並存していた。これについて日本人の身分については「戸籍法」、台湾人の身分に
ついては「戸口規則」、原住民の身分については警察法規によって把握・管理されていたと言い
換えてもよい。 
 そのような身分登録書類に設定されていたのがエスニック・カテゴリーに関わる「種族」欄で
あった。つまり異文化によって動く台湾現地住民社会について把握するために設定されたのが
現在のエスニシティ認識につながるエスニック・カテゴリーであった。これについて本研究の研
究成果を用いて言い換えると、行政的一元化を目指す近代国家が、一元化を達成するために、台
湾に実在した多元状況を把握・記録するために（近代的分類範疇としての排他的な）エスニック・
カテゴリーが導入された、と言うことができるだろう。 
このことは、戦後の台湾、特に多文化主義が公定化した後の台湾におけるエスニシティに関す
る制度のあり方について考える際に極めて重要な理論的ポイントとなる。なぜなら、この、当時
は一元化を目指して掌握・記録され、結果的に戦後台湾に継承された多元性がデータとして戦後
に引き継がれ、多文化主義公定化後の社会実践、学術実践を通して制度的多元主義に関わる政策
やそれに関わる社会・学術実践に再利用されたからである。 
既述のように、本研究は台湾の先住民族、台湾原住民の事例を通して、エスニシティに関する
制度的アプローチからの研究を進めて、多文化時代の社会理解・分析に貢献することを目指して
始められた。本研究において多文化時代のエスニシティに関して身分登録書類に焦点を絞って
研究を進めることで、現在の台湾における制度のあり方に影響を与えた制度的多元状況につい
て実証的研究を進めることが重要であることが明らかになった。上記のように近代国家は身分
登録書類などを用いて統治対象地域社会を可視化することを通して社会に関する情報を全数的
に掌握し、さらにその地域の制度的一元化を貫徹することを目指した。 
上記の制度的多元状況、あるいはそれと対応するエスニシティに関わるカテゴリー設定は、い
わば国家統治が領域的に区別して適用したその一元化の時間差が生み出したものであるとも言
えるが、本研究からみて重要なのは、その時間差が生み出した文化的差異についての記録（ある
いは集団を想定した、集団間の違いについての記録）、およびそのデータの継続的保存が、多文
化時代を支える制度の構築にとって重要なデータとなった、ということである。 
 この戦後台湾における多文化主義公定化後の制度的多元主義と、戦前における多元状況は異
質なものである。後者は法的・行政的一元化が目指されつつも、実際には多元的な制度が並存し
ているという状況を指すものであり、一元化を目指すという目標のもと、その多元的状況は克服
するべき課題として認識されていたはずである。これに対して前者はすでに法的・行政的一元化



が達成された後に認められるに至った多元主義、いわゆる国民として同一の法や制度に縛られ
ながらも、（例えば台湾原住民の先住民族身分に関わる）特定の集団に対して特別な規範の適用
が認められるものである。とはいえ、このように決定的な違いが存在する一方で、国民統合のた
めにあえて多様性を肯定するという面では共通している、という言い方もできるかもしれない。 
もう一つ本研究において明らかになったこととして、歴史的には、あるいは実際の制度の運用に
おいても、この両者が連続していたことが重要である。多文化時代のエスニシティに関する制度
運用において、いかに可視化データを再利用するのか、ということがキーとなる、ということが
指摘できる。文化的多様性を許容する社会において、可視化データの再利用の方法が課題となる、
と言い換えてもよいだろう。 
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